




















































































































































そのための方策として , 特別経理株式会社について , 指定時までに生

じた戦時補償特別税の課税等による損失合計額と , 利益金及び積立金

その他の益金等の合計額をそれぞれ計算させ（同法３条） , 前者が後

者を上回る場合にはその超過額を特別損失の額とし（同法４条） , 一

定の基準に基ついて株主 , 債権者にこれを負担させてその償却を図り

（同法７条） , この特別損失を負担する旧債権は , 整備計画に定めら

れた損失負担割合に従って , 整備計画が認可された日に消滅するもの

としていること（同法１９条１項）, 並びに, 企業再建整備法が, 特別

経理株式会社が新勘定に属する資産を出資して第二会社を設立した

場合には , 第二会社が新勘定に属する新債務を承継する（同法１０条

１項）旨定めているにすぎず , 企業再建整備法には旧勘定に属する旧

債務の承継に関する規定は存在せず , 企業再建整備法施行規則７条１

項７号リにおいて , 第二会社が旧債務を承継する場合には , 整備計画

中に「その債務の額 , 条件並びに当該債務の承継に伴い譲渡する資産

の範囲及び価格」を記載しなければならない旨規定していることなど

を総合勘案すると , 特別経理株式会社とは別の法人格である第二会社

が , 特別経理株式会社の旧勘定に属する旧債務を包括的に承継するこ

とはなく , ただ , 特別経理株式会社が , 個別の旧債務について , 第二

会社との合意に基づき , 第二会社に対し , 上記整備法施行規則７条１

項７号リに該当する手続をとって旧債務と共に譲渡する資産の範囲

及び額を定めて譲渡する場合には , 旧債務譲渡の効果が生ずるものと

解するのが相当である。したがって , 日本製鐵の旧勘定に属していた

控訴人らの日本製鐵に対する賃料債権及び強制労働に係る債務不履

行ないし不法行為債権は , 企業再建整備法に基づいて設立された同社

の第二会社である八幡製鐵 , 富士製鐵 , 日本製鐵汽船株式会社 , 播磨

耐火煉瓦株式会社の４社に, 当然に承継されたとはいえない。 

  また前記認定のとおり日本製鐵は整備計画認可申請書の企業再建  
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日本国又はその国民の有する物又は債権を目的とするもの）であって,

日韓請求権協定２条３にいう「財産,権利及び利益」に該当するものに

ついては,昭和４０年６月２２日において原則的に消滅したものとする

旨規定しているところ（同法１項）,当裁判所に顕著な,条約,法律関係及

び国会議事録に弁論の全趣旨を総合すると,日韓請求権協定の成立及び

財産権措置法の制定の経過について,次の事実が認められる。  

 ａ 我が国は,平和条約２条において,朝鮮の独立を承認して朝鮮に対す

るすべての権利,権原及び請求権を放棄し,４条（ａ）において,いわゆる

分離独立地域の施政を行っている当局及びその地域の住民の日本国及

び日本国民に対する請求権の処理は,日本国とこれらの当局との間の特

別取極の主題とするとされた。このことを受けて,我が国と韓国は,財産

及び請求権に関する問題についての交渉を開始し,韓国は,８項目にわ

たる請求をし,その第５項には,韓国法人又は韓国自然人の日本国又は

日本国民に対する日本国債,公債,日本銀行券,被徴用韓国人の未収金,補

償金及びその他の請求権の弁済を請求する旨の項目があった。この項

目についての国会議事録（昭和４０年１２月４日第５０回参議院日韓

条約等特別委員会）における質問者横川正市の質問には,「「被徴用韓

人未収金」徴用軍人,軍属,項目としては俸給,賃金,年金,手当等,金額は二

億三千七百万円というふうな要求項目。それから四つとしては,「戦争

による被徴用者の被害に対する補償」太平洋戦争前後,それから日本に

強制徴用された者,それから各個人が日本人と別視されて日本の戦争遂

行のための犠牲となって強制徴用された死亡者,負傷者に対するそれぞ

れの補償金,・・・」との記述がみられる。 

 両国は十数年にわたる討議の結果,請求権の法的根拠の有無について

の両国の見解の相違,証拠資料の散逸等による事実関係の立証の困難

等の理由から,韓国側の請求項目のうち,法的根拠があり,かつ事実 
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